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京都府立医科大学医学倫理審査委員会規程 

 

             

                         平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日                                         

京都府立医科大学規程第 26号 

 

（目的及び設置） 

第１条 京都府立医科大学(以下、「本学」という。)に、人を対象とする生命科学・医学系研

究に関する倫理指針（令和３年文部科学省・厚生労働省・経済産業省告示第１号）（以下

「指針」という。）第１章第２の規定に定める人を対象とする生命科学・医学系研究を審査

する委員会として、京都府立医科大学医学理倫理審査委員会（以下「委員会」という。）を

置く。 

２ 委員会は、学長が設置するものとする。 

 

（定義） 

第２条 本規程における各用語の定義は、特に定める場合を除き、指針の定めるところによる。 

 

（審査業務） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる業務を行う。 

 (1) 研究責任者から研究の実施の適否等に関し意見を求められた研究計画（実施中の研究計画

の変更を含む。）について、指針に基づき、倫理的観点及び科学的観点から、当該研究に係る

研究機関及び研究者等の利益相反に関する情報も含め、中立的かつ公正に審査を行い、研究

責任者に対して、研究の実施の適否等に関し必要な意見を述べる業務。 

(2) 前号の規定により審査を行った研究について、研究対象者の人権の保護や福利への配慮の

観点から、また研究対象者に期待される利益と予期される危険の総合的評価が変わり得るよ

うな事実の有無の観点から調査が必要と委員会が判断した場合に、調査目的を明確にした上

で倫理的観点及び科学的観点から調査を行い、研究責任者に対して、研究計画書の変更、研

究の中止その他当該研究に関し必要な意見を述べる業務。 

(3) 第１号の規定により審査を行った研究のうち、侵襲（軽微な侵襲を除く。）を伴う研究で

あって介入を行うものについて、研究のねつ造や改ざん等の事実の有無の観点から調査が必

要と委員会が判断した場合に、調査目的を明確にした上で当該研究の実施の適正性及び研究

結果の信頼性を確保するための調査を行い、研究責任者に対して、研究計画書の変更、研究

の中止その他当該研究に関し必要な意見を述べる業務。 

 

（組織等） 

第４条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 基礎医学系教室教授、社会医学系教室教授４名 

(2) 臨床医学系教室教授４名 

(3) 看護学科教授１名 

(4）附属病院薬剤部長 1 名 

(5) 倫理・法律を含む人文・社会科学の有識者若干名 

(6) 一般の立場の者若干名 

２ 前項各号の委員は、他の号の委員を兼ねることはできない。 

３ 委員会は、本学の教職員以外の者を２名以上含むものとする。 

４ 委員会は、男性及び女性の委員で構成するものとする。 

５ 第１項の委員は、学長が選考し、任命又は委嘱する。 
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６ 第１項の委員の任期は、原則２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

７ 第１項の委員は、再任されることができる。 

 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、学長が指名する。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代理する。 

 

（委員以外の者の参加） 

第６条 委員会は、審査の対象、内容等に応じて有識者に意見を求めることができる。 

２ 委員会は、特別な配慮を必要とする者を研究対象者とする研究計画書の審査を行い、意見を

述べる際は、必要に応じてこれらの者について識見を有する者に意見を求めなければならな

い。 

 

（議事） 

第７条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員会の会議は、次の各号に掲げる要件を満たさなければ、開くことができない。 

(1)第４条第１項第１号から第３号のいずれかの委員が１名以上出席していること。 

(2)第４条第１項第 5 号の委員が１名以上出席していること。 

(3)第４条第１項第６号の委員が１名以上出席していること。 

(4)本学の教職員以外の委員が２名以上出席していること。 

(5)男性及び女性の委員がそれぞれ１名以上出席していること。 

(6)委員の過半数が出席していること。 

３ 前項の要件において、テレビ会議システム等の双方向の円滑な意思疎通が可能な手段に

より議事に参加した委員は、出席したものとみなす。 

４  委員会の議事は、全会一致をもって決定するよう努めるが、やむを得ない場合は出席した

委員の３分の２以上の合意により決定するものとする。 

５ 委員会の審査事項のうち、倫理的、科学的に検討すべき重要な問題点がある研究に関する依

頼を除き、委員会を開催せず、倫理審査申請システム上で、担当委員により審議をすることが

できる。この場合、審議の結論は、全会一致をもって決定するよう努めるが、やむを得ない場

合は担当委員の３分の２以上の合意により定めるものとする。 

６ 審査の対象となる研究の実施に携わる研究者等は、委員会の審議及び意見の決定に同席して

はならない。ただし、委員会の求めに応じて、その会議に出席し、当該研究に関する説明をす

ることはできる 

７ 審査を依頼した研究責任者は、委員会の審議及び意見の決定に参加してはならない。ただし、

委員会における当該審査の内容を把握するために必要な場合には、当該委員会の同意を得た上

で、その会議に同席することはできる。 

８ 第５項の審議の結果は、その審査を行った委員以外の全ての委員に報告されなければならな

い。 

 

（委員会設置者の責務） 

第８条 委員会の設置者は委員会の活動に関し次の責務を負う。 

(1) 委員会が審査を行った研究に関する審査資料と委員会の議事については、記録を作成し、

当該研究の終了を報告した日から５年を経過した日又は当該研究の結果の最終の公表につ

いて報告した日から３年を経過した日のいずれか遅い日までの期間、適切に保管しなければ
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ならない。 

(2) 委員会の運営を開始するに当たって、委員会の組織及び運営に関する規程並びに委員名簿

を倫理審査委員会報告システムにおいて公表しなければならない。また、年１回以上、当該

委員会の開催状況及び審査の概要について、当該システムにおいて公表しなければならな

い。ただし、審査の概要のうち、研究対象者等及びその関係者の人権又は研究者等及びその

関係者の権利利益の保護のため非公開とすることが必要な内容として委員会が判断したも

のについては、この限りでない。  

(3) 委員会の委員及びその事務に従事する者が審査及び関連する業務に関する教育・研修を受

けることを確保するため必要な措置を講じなければならない。  

(4) 委員会の組織及び運営が指針に適合していることについて、大臣等が実施する調査に協力

しなければならない。 

 

（専門小委員会） 

第９条 委員会に専門的な立場からの事前審査を行わせるため、専門小委員会を置くことができ

る。 

２ 専門小委員会は、委員会から研究等の内容について意見を求められたときは、審査を行い、

その意見を述べるものとする。 

３ 専門小委員会委員長は、学長が任命する。 

４ 専門小委員会委員は、専門小委員会委員長が任命する。 

５ 前項の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 第４項の委員は、再任されることができる。 

７ 第４項の委員は、本学の教員以外の研究者にも委嘱することができる。 

 

（専門小委員会の運営） 

第 10条 専門小委員会の会議は、専門小委員会委員長が招集し、当該委員長が議長となる。 

２ 専門小委員会の会議は、前条第４項の委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 専門小委員会の議事は、全会一致をもって決定するよう努めるが、やむを得ない場合は出席

した委員の３分の２以上の合意により決するものとする。 

４ 研究計画の審査を依頼した専門小委員会委員は、当該研究計画に係る議事に参加することが

できない。ただし、専門小委員会の同意があったときは、会議に出席し、発言することができ

る。 

５ 専門小委員会は、専門小委員会委員長が書類審議に適していると認めた依頼については、委

員会を開催せず、倫理審査申請システム上で審議をすることができる。この場合、審議の結論

は、全会一致をもって決定するよう努めるが、やむを得ない場合は担当委員の３分の２以上の

合意により定めるものとする。 

 

（研究等の実施） 

第 11条 本学の研究者は、指針を遵守して研究を実施しなければならない。 

２ 指針の対象となる研究を実施しようとする本学の研究責任者は、研究の実施の適否等につい

て、倫理審査委員会の意見を聴かなければならない。 

３ 前項の規定により委員会の意見を聴こうとする本学の研究責任者は、研究計画許可申請書

（別記第１号様式）、研究対象者等の同意を得るに際しての説明文書（別記第２号様式）及

び同意書（別記第３号様式）とともに、審査依頼書 （別記第４号様式）を委員会に提出しな

ければならない。 

４ 本学の研究責任者は、倫理審査委員会の意見を聴いた後に、その結果及び当該倫理審査委員

会に提出した書類、その他学長が求める書類を学長に提出し、研究計画ごとに当該研究の実
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施についてその許可を受けなければならない。なお、本学の委員会に審査を依頼する場合に

は、前項の提出書類をもって学長への許可申請のための書類とすることができる。 

 

（審査） 

第 12 条 委員長は、第３条第１号に掲げる業務を行うときは、特別の場合を除き、意見を求め

られた内容について審査するのに適した専門小委員会を選び、意見を求めるものとする。 

２ 委員会及び専門小委員会は、審査を依頼した研究責任者をその依頼に係る研究計画の審査を

行う会議に出席させ、内容等を説明させ、意見を述べさせることができる。 

３ 委員会及び専門小委員会は、研究計画の審査を行うに当たっては、特に次に掲げる事項に留

意しなければならない。 

 (1) 研究等の対象となる個人の人権の擁護 

 (2) 研究等の対象となる個人に理解を求め、同意を得る方法 

 (3) 研究等によって生じ得る個人への影響及び予測される医学上の貢献 

 

（迅速審査） 

第 13条  委員会は、次の各号に掲げる事項について、迅速審査を行うことができる。 

 (1) 次に定める研究計画の軽微な変更（研究の実施に重要な変更を伴わないもの）の審査 

 ①実施期間の延長 

 ②研究責任者、担当者の変更・追加 

 ③予定症例数の変更 

 ④共同研究機関の変更・追加 

 ⑤研究資金源の変更 

 ⑥実施方法の変更 

 ⑦説明文書の変更 

 ⑧その他これらに準ずる変更 

(2) 多機関共同研究で、既に本学以外の倫理審査委員会から承認する旨の意見を得ている研究

に、本学の研究者が共同研究者として加わる場合の審査 

（3）侵襲を伴わない研究であって介入を行わないものに関する審査 

（4）軽微な侵襲を伴う研究であって介入を行わないものに関する審査 

２ 前項の審査は、委員会を開催せず、倫理審査申請システム上で担当委員により行い、意見を

述べることができる。この場合、審議の結論は、全会一致をもって決定するよう努めるが、や

むを得ない場合は担当委員の３分の２以上の合意により定められるものとし、その審査を行っ

た委員以外の全ての委員に報告されなければならない。 

３ 迅速審査の結果は、その審査を行った委員以外の全ての委員に報告されなければならない。

この場合、第３条に規定する意見には迅速審査であることを、明記しておくものとする。 

４ 研究計画の軽微な変更のうち、委員会が事前に確認のみで良いと認めたものについては、そ

の内容と運用方法を標準業務手順書に記載することとし、委員会への報告事項として取り扱う

ことができる。 

 

（審査の判定等） 

第 14条 研究責任者に審査の結果として述べる意見は、次に掲げる表示により行う。 

 (1) 承認 

 (2) 不承認 

 (3) 継続審査 

 (4) 停止 

 (5) 中止 
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２ 委員会が意見を述べる際には、当該審査の過程がわかる記録や委員の出欠状況がわかるもの 

も研究責任者に提示するものとする。 

 

（本学における研究の実施） 

第 15 条 学長は、本学の研究責任者から本学における研究の実施の許可を求められたときは、

委員会の意見を尊重しつつ、当該研究の実施の許可又は不許可その他研究に関し必要な措置に

ついて決定しなければならない。この場合において、学長は、委員会が研究の実施について不

適当である旨の意見を述べたときには、当該研究の実施を許可してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、公衆衛生上の危害の発生又は拡大を防止するため緊急に研究を実

施する必要があると判断される場合には、当該研究の実施について委員会の意見を聴く前に学

長の許可のみをもって研究を実施することができる。この場合において、研究責任者は、許可

後遅滞なく委員会の意見を聴くものとし、委員会が研究の停止若しくは中止又は研究計画書の

変更をすべきである旨の意見を述べたときは、当該意見を尊重し、研究を停止し、若しくは中

止し、又は研究計画書を変更するなど適切な対応をとらなければならない。  

３ 学長は、本学において行われている研究の継続に影響を与えると考えられる事実を知り、又

は情報を得た場合には、必要に応じて速やかに、研究の停止、原因の究明等の適切な対応をと

らなければならない。  

４ 学長は、研究の実施の適正性若しくは研究結果の信頼を損なう若しくはそのおそれのある事

実を知り、又は情報を得た場合には、速やかに必要な措置を講じなければならない。 

 

（研究計画の変更） 

第 16条 第 11 条第４項の許可を受けた者（以下、「許可取得者」という。）は、学長の許可を

受けた研究計画を変更しようとするときは、その変更についての学長の許可を受けなければな

らない。 

２ 前項の場合は、第 11 条第２項及び第３項並びに第 12 条から第 15 条第２項までの規定を準

用する。 

 

（報告義務等） 

第 17 条 許可取得者は、研究計画を終了又は中止したときは、その結果について、研究計画（終

了、中止、経過）報告書（別記第７号様式）により遅滞なく委員会及び学長に報告しなければ

ならない。許可取得者が侵襲を伴う研究の実施において重篤な有害事象の発生を知った場合に

は、速やかに、当該有害事象や研究の継続等について委員会の意見を聴いた上で、その旨を学

長に報告するとともに適切な対応を図らなければならない。 

２ 許可取得者は、毎年６月 30 日現在の研究の進捗状況及び研究の実施に伴う有害事象の発生

状況を７月 31 日までに前項の報告書により、委員会及び学長に報告しなければならない。こ

のとき、当該研究の指針適合性に関する自己点検を行い、この結果を併せて委員会及び学長に

報告しなければならない。 

３ 許可取得者は、前２項の規程にかかわらず、研究計画の実施により期待される利益よりも起

こりうる危険が高いと判断される場合等緊急性の高い理由により当該研究計画を中止した場

合については、遅滞なく、その旨を委員会及び学長に報告しなければならない。 

４ 学長は前３項の規定による報告を受けた場合には、必要に応じて、委員会の意見を聴き、速

やかに研究の中止、原因究明等の適切な対応を取らなければならない。この場合、委員会が意

見を述べる前においては、必要に応じて、研究責任者に対し、研究の停止又は暫定的な措置を

講じるよう指示しなければならない。 

 

(試料・情報の他機関への提供） 
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第 18 条 試料・情報を本学の研究者以外の者による研究のために提供しようとする本学の研究

者は、別に定めるところにより、その提供について学長の許可を受けなければならない。 

 

（個人情報の安全管理） 

第 19 条 本学の研究者等は、研究の実施に伴って取得された個人情報等であって本学が保有し

ているもの（委託して保管する場合を含む。以下「保有する個人情報等」という。）について、

漏えい、滅失又はき損の防止その他の安全管理のため、適切に取り扱わなければならない。 

２ 本学の研究責任者は、研究の実施に際して、保有する個人情報等が適切に取り扱われるよう、

学長と協力しつつ、当該情報を取り扱う他の研究者等に対して、必要な指導・管理を行わなけ

ればならない。 

３ 学長は、研究者等に対して、保有する個人情報等の安全管理が図られるよう必要かつ適切な

監督を行う等、保有する個人情報等の漏えい、滅失又はき損の防止その他保有する個人情報等

の安全管理のため、必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

４ 研究の種類によっては、個人情報等の安全管理や匿名化等を行う者として、廃止前のヒトゲ

ノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針に規定されていた個人情報管理者を設置することでも

差し支えない。この際、当該者は研究者等を兼ねてもよい。 

 

（秘密保持） 

第 20 条 委員会の委員、専門小委員会の委員、有識者及びその事務に従事する者等は、その業

務上知り得た情報を正当な理由なく漏らしてはならない。その職を退いた後も、また同様とす

る。 

２ 新たに任命又は委嘱された委員は、誓約書（別記第８号様式）を学長に提出しなければなら

ない。 

３ 委員会の委員、専門小委員会の委員及びその事務に従事する者は、第３条第１項(1)の規定

により審査を行った研究に関連する情報の漏えい等、研究対象者等の人権を尊重する観点並び

に当該研究の実施上の観点及び審査の中立性若しくは公正性の観点から重大な懸念が生じた

場合には、速やかに学長に報告しなければならない。 

 

（教育・研修の受講） 

第 21 条 委員会及び専門小委員会の委員並びにその事務に従事する者は、審査及び関連する業

務に先立ち、倫理的観点及び科学的観点からの審査等に必要な知識を習得するための教育・研

修を受けなければならない。また、その後も、適宜継続して教育・研修を受けなければならな

い。 

 

（外部機関からの審査依頼） 

第 22 条 本学以外の研究機関に所属する研究責任者から依頼されて審査する場合には、研究の

実施体制について十分把握した上で審査を行い、意見を述べなければならない。 

２ 委員会は、本学以外の研究機関が実施する研究について審査を行った後、継続して当該研究

責任者から当該研究に関する審査を依頼された場合には、審査を行い、意見を述べなければな

らない。 

 

（手数料）  

第 23条 審査業務に関して研究責任者から手数料を徴収するものとする。なお、手数料の額は、

委員会の健全な運営に必要な費用に照らして合理的な範囲で設置者が別に定めるものとする。 

    

（事務） 
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第 24条 委員会の事務は、研究質管理センターにおいて処理する。 

 

（その他） 

第 25条 この規程に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、委員会が別に定める。 
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  附 則 

 この規程は、平成 20年４月１日から施行する。 

 

  附 則（平成 20 年規程第 26-１号 ） 

 この規程は、平成 20年４月 24 日から施行する。 

                                                                   

  附 則（平成 23 年規程第 26-２号 ） 

 この規程は、平成 23年８月５日から施行する。 

 

  附 則（平成 24 年規程第 26-３号 ） 

 この規程は、平成 24年４月１日から施行する。 

 

  附 則（平成 25 年規程第 26-４号 ） 

 １ この規程は、平成 25年４月１日から施行する。 

  ２ 京都府立与謝の海病院倫理委員会及び京都府立与謝の海病院医学研究の審査委員会が承

認した研究等については、この規程の定めるところにより実施許可が行われたものとみな

す。 

 

  附 則（平成 27 年規程第 26-５号 ） 

 この規程は、平成 27年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 28年規程第 26-６号 ） 

この規程は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 29年規程第 26-７号 ） 

１ この規程は、平成 29 年 2月 23日から施行する。ただし、第 10条第４項及び第 23条第２

項の規定は平成 29年４月 1日から施行する。 

２ 本学附属病院及び附属北部医療センターに所属する医療技術職員が申請者である場合に

は、当分の間、第 18 条の規定は適用しない。 

 

附 則（平成 29年規程第 26-８号 ） 

この規程は、平成 29 年５月 30日から施行する。 

 

附 則（平成 30年規程第 26-９号 ） 

この規程は、平成 30 年 4 月１日から施行する。 

 

附 則（平成 31年規程第 26-10 号 ） 

 この規程は、平成 31年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和３年規程第 26-11号 ） 

 この規程は、令和３年６月 30 日から施行する。 

 



 

 

 

別 記 

 第１号様式(第 11条関係) 

 

 

 

研 究 計 画 許 可 申 請 書 

 

                                年   月   日 

 

京都府立医科大学長  

          様 

                                      

                     研究責任者 

                      所  属 

                      職  名 

                      氏  名     （記名押印又は自署） 

 

 

 所属長の確認    （記名押印又は自署） 

 

 

 

課    題    名 

 

 

 

 

研   究   期   間 

 

年  月  日 ～     年  月  日 

 

 

 

 

 

研   究   者   等 

 

 

 

 

 

所属           職・氏名 

 

所属           職・氏名 

 

所属           職・氏名 

 

所属           職・氏名 

 

所属           職・氏名 

 

 

 

 

 

 

 

研 究 計 画 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

研    究    計    画    書 

 

 

１ 研究の名称 

 

 

 

２ 目的及び意義 

・ 

              ・ 

              ・ 

              ・ 

                            ・ 

・ 

              ・ 

                            ・ 

              ・ 

                            ・ 

              ・ 

                            ・ 

 

２１ 遺伝カウンセリングの必要性及びその体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 

１ 委員会が別に定める「研究計画書に記載すべき事項」に基づき、必要な事項を漏れなく記載

すること。 

２  該当のない項目は、該当なしと記載すること。



 

 

 

別 記 

  第２号様式(第 11 条関係) 

説  明  文  書 

 

         様（代諾者の場合研究対象者との関係を記載：   ）  

 

１ 研究の名称 

                                         

  この研究計画は京都府立医科大学医学倫理審査委員会の承認を得ており、実施につい

て京都府立医科大学学長の許可を受けています。 

 

２ 研究責任者の職・氏名（共同研究機関の名称・研究責任者の氏名） 

・ 

              ・ 

              ・ 

              ・ 

                            ・ 

・ 

              ・ 

                            ・ 

              ・ 

                            ・ 

２０ 説明者の氏名、所属、説明を行った日時、場所 

   氏名  ※             

   所属               

   日時     年   月   日 

   場所               

 

 

(注) 

１  「研究計画の概要」について、わかりやすく説明すること。 

２  説明事項の様式は自由とするが、委員会が別に定める「説明文書に記載すべき事項」に基づ

き、必要な事項を漏れなく記載すること。 

３ 実施内容に応じて変更すること。 

４ 必要ない部分については削除すること。 

５ ※ 記名押印又は自署 



 

 

 

別 記 

 第３号様式(第 11条関係) 

同 意 書                 

 研究責任者 

    所属 

    職・氏  名                          様 

 

 私（氏名）       は(研究の名称)                    の実施に

ついて (説明者)     より(日時)  年  月  日、(場所)               におい

て、説明文書（   年  月  日版）を用いて説明を受け、研究計画の意義、目的、方

法、個人情報の保護方法などについて十分理解しましたので計画に参加することに同意いた

します。 

 

１ 説明を受け理解した項目（□の中にご自分でレを付けてください） 

  □ 計画の目的及び意義        □ 研究の方法及び期間         

  □ 計画への参加は任意であること □ 参加に同意した場合でも、随時撤回できること 

□ 研究対象者等の選定方法    □ 生じる負担と予想されるリスク、利益  

  □ 研究に関する情報公開について □ 個人情報の取り扱い 

□ 試料・情報の保存と破棄の方法 □ 資金源・利益相反について         

  □ 知的財産について       □ 経済的負担または謝礼について 

□ 遺伝情報の開示について       □ モニタリングと監査について 

 

２ 研究協力への同意 

 (1)提供する試料・情報が本研究に使用されることに同意します。 

□ はい       □ いいえ  

※ 質問（１）に対して「はい」に✓をつけた方は質問（２）に進み、どちらかに✓をつ

けてください。 

(2)提供する試料・情報が本研究に使用されるとともに、長期間保存され、かつ将来、本学

医学倫理審査委員会の承認を受けた上で、新たに計画・実施される研究に使用されるこ

とに同意します。 

※「いいえ」の場合、本研究終了後速やかに試料・資料は廃棄します。 

 □ はい       □ いいえ         

          

  年  月  日 

             

研究対象者    氏  名      ※ 

           生年月日 

           住  所 

           電話番号 

 

    代諾者（代諾者が同意された場合、研究対象者の氏名を上記欄に必ず記載してください

） 

                    氏  名   ※ 

                    生年月日 

                    住 所     

                    電話番号 

                    研究対象者との関係 

(注) 

１ 実施内容に応じて変更すること。 ２ 必要ない部分については削除すること。 

３ ※ 記名押印又は自署 



 

 

 

別記 

 第４号様式(第３条及び第 11条関係) 

 

審 査 依 頼 書 

 

年  月  日  

 

 京都府立医科大学医学倫理審査委員会 

  委 員 長             様 

 

 

                          研究責任者 

所属 

職名 

氏名    （記名押印又は自署） 

 

 

所属長の確認（記名押印又は自署）                   

 

 

 

        下記の研究について、実施の適否につき審査を依頼します。 

 

 

記 

 

 

 

 

 １ 課題名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 

 １ 不要部分は抹消すること。 

 ２ 申請書(研究計画書を含む)の写しを添付すること。 

 

 

 

 



 

 

 

別記 

 第５号様式(第３条及び第 14条関係) 

 

審 査 結 果 通 知 書 

 

年  月  日  

 

 審 査 依 頼 者 

 所    属 

 職・氏  名      様 

 

 

 

                         京都府立医科大学医学倫理審査委員会 

                          委員長 

 

 

    年  月  日に審査依頼があった下記の研究について、当委員会において審査した結

果、次のとおり通知します。 

 

 

記 

 

 

 課   題   名
  

 

(受付番号     ) 

 

 審  査  依  頼  者 

 

所属             職・氏名 

 

 

 

判       定 

 

 

 

承  認    不承認 

継続審査    停 止 

中  止 

 

 条 件 又 は 理 由          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(注) 不要部分は抹消すること。 



 

 

 

別記 

第６号様式(第 15条関係) 

 

決   定   通   知   書 

 

年  月  日  

 

申 請 者 

 所  属 

 職・氏名     様 

 

 

          

                      京都府立医科大学長 

 

 

  年  月  日に申請のあった下記の研究については、京都府立医科大学医学倫理審査

委員会の審査を経て、下記のとおり決定したので通知します。 

 

記 

 

 

課   題   名 

 

 

(受付番号     ) 

申   請   者 

 

所属            職・氏名 

 

 

決       定 

 

許 可   不許可 

停 止      中 止 

 

 条 件 又 は 理 由          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 不要部分は抹消すること。



 

 

 

別 記 

  第７号様式(第 17 条関係) 

 

 

 

研究計画結果（終了、中止、経過）報告書 

 

                                年   月   日 

 

京都府立医科大学長  

            様 

京都府立医科大学医学倫理審査委員会 

  委 員 長           様 

 

            研究責任者 

                      所  属 

                      職  名 

                      氏  名     （記名押印又は自署） 

 

 所属長の確認    （記名押印又は自署） 

 

 

 

 課     題     名 

 

 

 

 

 研   究   期   間 

 

年  月  日 ～     年  月  日 

 

 研   究   者   等 

 

 

 

 

 

 

 

 

所属           職・氏名 

 

所属           職・氏名 

 

所属           職・氏名 

 

所属           職・氏名 

 

 決 定 通 知 番 号             

 

 

 

 

 

 

研究の結果又は経過 

 

 

 

 

 

 

 

(注)  

１ 委員会が別に定める「報告書に記載すべき事項」に基づき、必要な事項を漏れなく記載する

こと。 

２  該当のない項目は、該当なしとすること。 



 

 

 

別 記 

 第８号様式(第 20条関係) 

 

 

 

誓 約 書 

 

 

 

 私は、京都府立医科大学医学倫理審査委員会に係る業務上知り得た情報を、在任中、退任後に

関わらず、正当な理由なく漏らさないことを誓約します。 

 また、利益相反による弊害が生じることのないよう、公平・公正に委員会活動を行うことを誓

約します。 

 

 

 

 

   年  月  日  

 

京都府立医科大学長          様 

 

 

 

氏名   ※ 

 

 

 

 

 

 

（注） ※ 記名押印又は自署 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別表 

    
学内の研究者が依頼す

る場合 

外部機関の長が依頼す

る場合 

1 

介入・侵襲（軽微を除く）の研究

計画（ただし、２に該当するもの

を除く） 

50,000円 100,000円 

2 

介入・侵襲（軽微を除く）の研究

計画であって、他の倫理審査委員

会で既に承認されているもの 

20,000円 40,000円 

3 

１又は２に該当する研究計画以外

のもの（ただし、４に該当するも

のを除く） 

10,000円 20,000円 

4 

１又は２に該当する研究計画以外

のものであって、他の倫理審査委

員会で既に承認されているもの 

5,000 円 10,000円 

  

 

（注 1）外部機関の長が依頼する場合であって、研究全体の責任者が所属する機関又

は本学の研究者と同時期（原則 1 月以内）に審査を依頼する共同研究機関について

は、本表の適用にあっては、他の倫理審査委員会で既に承認されているものとみな

す。 

  
（注 2）京都府立大学及び京都府立の研究所からの依頼については、学内の研究者の

欄に掲げる経費の額を適用する。 

  （注 3）上記の金額は税別である。 

 


